
弘前市東部学校給食センター調理等業務仕様書
1 業務名　　　弘前市東部学校給食センター調理等業務
2 委託期間　　平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日まで　５年間
3 業務場所及び施設概要
（1） 所在地　弘前市大字末広一丁目３番地５
（2） 名　　称　弘前市東部学校給食センター(以下「給食センター」という。)

（3） 施設概要　・竣工　　　平成１１年３月
　　　　　　　　　　・構造　　　鉄骨造一部２階建
　　　　　　　　　　・敷地面積　　５，５５５.０１㎡
　　　　　　　　　　・建築面積　　２，７８０㎡
　　　　　　　　　　　　　　１階　２，０４１㎡
　　　　　　　　　　　　　　２階　　　７３９㎡
　　　　　　　　　　・厨房方式　ドライシステム、自動炊飯システム
　　　　　　　　　　・衛生設備　エアシャワー、コンテナ消毒システム
　　　　　　　　　　・附帯施設　除害施設棟・車庫棟・電気室（発電機）
　　　　　　　　　　・調理食数　４，８００食／日（小学校献立）
　　　　　　　　　　・供用開始　平成１１年４月３０日
4 基本条件
（1） 受注者は、本仕様書に基づき給食全般管理及び調理業務管理、食材量管理、洗浄業務管理、施設等管理、安全衛生管理、研修等その他（以下「給食調理等業務」という。）を行うものとする。
（2） 受注者は、学校給食法、食品衛生法、食育基本法、労働基準法等の関係法令及び関係要綱等を遵守し、適正な請負とするため「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和６１年労働省告示第３７号）」を遵守すること。また、調理業務にあっては厚生労働省の定める「大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年３月２４日衛食第８５号別添　最終改正平成２５年２月１日食安発0201第２号）」及び文部科学省の定める「学校給食衛生管理基準（平成２１年文部科学省告示第６４号）」を遵守すること。
（3） 受注者は、給食調理等業務を発注者が貸与する給食施設、給食設備等及び調理器具等（以下「貸与施設等」という。）を用いて行うこと。なお、貸与施設等について、受注者は発注者と別途契約を締結するものとする。
5 対象校、食数及び給食内容
（1） 児童生徒数　弘前市立小学校１４の児童及び教職員とする。（別紙１）
（2） 給食予定数
	
	平成
28年度
	平成
29年度
	平成
30年度
	平成
31年度
	平成
32年度

	基本調理
食数
	4,800
	4,700
	4,600
	4,500
	4,500

	基本給食
実施回数
	195
	195
	195
	195
	195

	年間給食
予定数
	936,000
	916,500
	897,000
	877,500
	877,500


· 基本調理食数は、対象校の増減により変動する可能性がある。
· 基本給食実施回数は、学校行事又は授業等により変更する場合がある。
（３）給食内容
	主　　食
	ごはん
	週　４ 回
	センターで炊飯

	
	パン
	週０．５回
	業者製造、学校配送

	
	麺
	週０．５回
	業者製造、センターで加熱

	副　　食
	主菜
	センターで調理

	
	副菜
	センターで調理

	飲　　物
	牛乳、発酵乳、りんごジュースのいずれか
	学校配送

	デザート
（必要に応じ）
	りんご
	センターでカット

	
	フルーツポンチ
	センターで調理

	
	ゼリー、タルト等
	学校配送


　　　　　主食回数については、必要に応じ変更することがある。
6 業務内容
（1） 給食全般管理
1 　発注者は毎年度当初に学校給食実施計画表（様式１）を受注者に示し、実施月の１０日前までに献立を受注者に通知するので、受注者は月間予定献立表（定型）を受領後、調理作業工程表及び調理作業動線図を作成し、調理の２日前（土、日、祝日を除く）までに発注者の確認を受けること。

2 　受注者は貸与施設の日常点検を行い、学校給食日常点検票（様式５）を作成すること。
3 　受注者は、毎日の業務終了後に調理等業務完了確認書（様式４）を及び毎月の業務終了後に調理等業務完了届（様式６）を作成すること。
4 　受注者は、学校給食衛生管理基準に基づく点検票を作成すること。
（2） 食材料管理
1 　発注者が献立・食数に応じて発注者が調達した食材量を荷受け・検収した後、受注者は、書面により食材料の引き渡しを受けること。
2 　受注者は、食材量の保管及び在庫管理を行うこと。
（3） 調理業務管理
1 　調理作業
　　　　献立通知書又は献立変更通知書の献立、使用食材料及び使用量に基づき、受注者は、作成した作業工程表及び作業動線図に従い調理を行うこと。
· 発注者は、実施月の３週間前までに受注者の総括責任者に対し、予定給食数（概数）を通知し、実施日の７日前までに献立通知書（様式２）、実施日の前日までに献立変更通知書（様式３）により提供食数（実数）を通知する。
2 　配缶及びコンテナへの積み込み
　　　　受注者は、調理済み給食を発注者が通知する受配校ごと、クラスごとに配缶後コンテナに積み込み、発注者に書面により引き渡すこと。
3 　検食の準備
　　　　受注者は、給食提供当日にあらかじめ検食を行う者を定めて検食を行うこと。また、発注者による検食用の調理済み給食を用意すること。
4 　残さい等の計量
　　　　残さい等の計量を行い、その結果を記録表に記すこと。
5 　保存食の管理
　　　　原材料及び調理済み給食については、食品ごと、献立ごとに保存食を採取し、専用冷凍庫で２週間保存した後廃棄すること。製造年月日、賞味期限が異なる場合は、それぞれ分けて保存すること。
（4） 洗浄業務管理
1 　調理器具等の洗浄及び消毒
　　　　食器、配缶容器、調理器具、コンテナ等の洗浄、消毒及び保管を行うこと。
2 　貸与施設設備等の日常点検
　　　　貸与施設設備等は取扱説明書に基づいて管理し、常に清潔な状態を保ち、長期休業中には特に重点的に洗浄、消毒及び注油を行うこと。
3 　洗浄時の洗剤等
　　　　受注者は、洗浄業務等に必要な洗剤、石鹸、消毒剤等を購入する場合には、事前に品質、規格について発注者の承認を得ること。
4 　廃棄物の処理
　　　　調理残渣及び残さいは、破砕及び脱水処理後に計量の上、発注者が指定する場所へ搬出すること。
（5） 貸与施設等維持管理
1 貸与施設、設備の維持管理
貸与施設や設備及び調理機器等の運転や、安定的に使用できるよう保守点検等の維持管理を行うこと。
2 貸与施設等の清掃、除雪
貸与施設や敷地内等の清掃、整理整頓及び日常点検を行うこと。また、受注者職員駐車場の除雪を行うこと。
3 業務用衣服等の洗濯
調理作業用衣服及び靴並びに洗浄作業用衣服及び靴の洗濯乾燥を行うこと。
4 ボイラー設備の運転管理
ボイラー取扱者は、ボイラー設備管理点検票等により日常点検及び運転業務を行い、故障の予防及び性能の維持に努めること。
5 貸与施設等の施錠及び解錠
　　　　受注者は、貸与施設等の施錠及び解錠を行うこと。
（6） 衛生管理
　　　受注者は、「学校給食衛生管理基準」に基づき、調理従事者の健康管理、食品管理及び貸与施設の管理を行うこと。
1 　健康診断は、年１回以上の定期健康診断を実施すること。
2 　検便は、赤痢菌、サルモネラ菌及び腸管出血性大腸菌群に係る検査を月２回以上実施し、実施後速やかに検便結果報告書（様式７）により報告すること。なお、保菌者が出た場合は、ベロ毒素等の有無などについて、追跡検査を行うこと。
3 　常に調理業務従事者及びその同居家族の健康状態に注意し、異常がある場合は、速やかに医療機関を受診させる等必要な措置を講ずること。また、下痢、発熱、咳、外傷、皮膚病等の感染性疾患で、食品衛生上支障がある恐れがある者、本人または同居人が感染症またはその疑いがある者を業務に従事させないこと。
（7） 研修
　　　　学校給食の目的や趣旨を十分に理解し、学校給食運営が適正に実施できるように給食調理等業務従事者に対し研修を行い、学校給食の水準向上を図るように努めること。
なお、研修実施後は、速やかに研修実績報告書（任意）により報告すること。
（8） その他
　　配食した数量に過不足があった場合や、施設、設備トラブルにより追加配送が必要となった場合は、発注者に協力し臨機の対応を図ること。
7 各種検査、事業等への協力
（1） 食品検査への協力
　保健所や発注者が指定する者による立入検査がある場合は、立ち会い等に協力すること。
（2） ボイラー性能検査の立ち会い
ボイラーの性能検査（法定点検）に立ち会うとともに、ボイラーに関連する設備等の点検に際して必要な対応を行うこと。
（3） 学校行事への参加、協力
　社会見学や学校における給食試食会等への出席を求められた場合は、これに協力すること。
（4） 給食時間変更への対応
　学校行事等により、搬出時間等の変更依頼があった場合は、できる限り対応するよう努めること。
（5） 実習生等の受入れ
　インターンシップ等の就業体験や、調理師又は栄養士等養成機関の実習生等の受け入れに協力すること。
（６）教育委員会が実施する事業への協力
　　　教育委員会が実施する事業に際し、これに協力すること。
8 業務責任者及び調理等業務従事者
（1） 総括責任者
　　　総括責任者は、管理栄養士、栄養士又は調理師のいずれかの資格を有し、集団給食施設等の業務に３年以上の経験を有するもので常勤とし、発注者との間ですべての業務に関する協議事項等を処理しうる権限を有し、受注者の業務遂行上の責任を負う。
（2） 調理責任者
　　　調理責任者は、管理栄養士、栄養士又は調理師のいずれかの資格を有し、集団給食施設等の業務に３年以上の経験を有するもので常勤とし、総括責任者に事故あるときはその任にあたらせる。

（3） 調理副責任者
　　　調理副責任者は、管理栄養士、栄養士又は調理師のいずれかの資格を有し、常勤の調理等業務従事者の中から選任し集団給食施設等の業務に２年以上の経験を有するもので常勤とし、統括責任者及び調理責任者を補佐する。
（4） 調理等業務従事者
　　　調理等業務従事者のうち、１名以上は管理栄養士若しくは栄養士の資格を有し、常勤の正職員とする。
（5） 食品衛生責任者
　　　青森県食品衛生法施行条例（平成１２年青森県条例第１８号）の別表第１に規定される食品衛生責任者は、調理責任者又は調理副責任者から管理栄養士もしくは栄養士の資格を有する者を１名選任し、関係諸法令に基づき、食品の安全管理に留意するとともに、給食の調理等業務が衛生的に行われるよう調理等業務従事者の衛生教育に努めること。
　　　食品衛生責任者は、「学校給食衛生管理基準」における衛生管理責任者及び「大量調理施設衛生マニュアル」における衛生責任者を兼ねることができる。
（6） 清掃（残さい処理を含む）業務従事者
　　　清掃（残さい処理を含む）業務従事者は、専任とする。

　その他
1 受注者は、従事者をできる限り地元もしくは既存雇用者から雇用するものとする。
2 ボイラー責任者として、1級ボイラー技師を常駐させること。

　（別紙２　「組織体制図（例）」参照）
9 業務又は費用の負担区分
（1） 給食調理等業務の業務区分は別紙３のとおりとする。
（2） 給食調理等業務に係る人件費はすべて受注者の負担とする。また、人件費以外の費用負担は別紙４のとおりとする。
10 業務の届出、通知及び報告
（1） 届出
　　　受注者は、食品衛生法第５２条の規定による営業許可等必要な許認可を取得し、業務開始２週間前までに市に写しを提出すること。
（2） 業務の通知
　　　受注者は、次の様式により発注者が通知した内容で業務を行うこと。
	内　　容
	通知日
	様　　式

	学校給食実施計画表
	年度当初
	様式１

	月間予定献立表
	前月初め
	定型

	献立通知書
	前週
	様式２

	献立変更通知書
	変更があった場合
	様式３


（3） 報告
　　　受注者は、次に掲げる事項について発注者に報告を行うこと。
　　　また、食中毒発生の疑い、異物混入その他給食調理等業務に起因して発生した問題の処理にあたるときは、総括責任者が直ちに発注者に第一報を報告し、発注者の指示に従って対応し、その後書面により報告すること。
	報　告　書
	提出日
	様　　式

	調理等業務完了確認書
	日々提出
	様式４

	学校給食日常点検票
	日々提出
	様式５

	調理等業務完了届
	履行の翌月１０日まで
	様式６

	検便検査結果報告書
	実施後速やかに
	様式７

	研修実施報告書
	実施後速やかに
	任意


　　　　※その他、発注者が必要とする事項
11 貸与施設等の注意事項
（1） 貸与施設等は、学校給食業務以外に使用してはならない。
（2） 貸与施設等の改造は原則として認めない。ただし、発注者の承認を得た場合はこの限りではない。
（3） 貸与施設等以外の機器類を給食センター内に持込みする場合は、発注者の承認を得ること。
（4） 貸与施設等に異常が感じられるときは、速やかに発注者に報告し指示を得ること。
（5） 貸与施設等の水道、ガス、電気、重油等の節約を心がけること。
（6） 貸与施設等が破損した場合には、速やかに発注者に報告し、その指示に従うこと。また、当該破損が受注者の責めに帰すべき理由による場合は、その損害を賠償すること。
12 賠償責任保険の加入
（1） 給食調理業務に起因して、児童生徒等に損害を与え、法律上の損害賠償責任を負う場合の補償のため、受注者は生産物賠償責任保険に加入すること。
（2） 受注者は、生産物賠償責任保険証書の写しを発注者に提出すること。
13 緊急時における給食調理業務の応援
　　　災害などの緊急時において、発注者の要請に応じて、受注者は給食調理業務を応援して給食等を提供するものとし、発注者と別途協定書を交わすこと。
14 環境への負荷の低減
　　　給食調理業務の遂行にあたっては、弘前市の環境マネジメントシステムの運用に協力し、環境汚染の防止、省エネルギー・省資源、廃棄物の減量及びリサイクルなど、環境への影響に配慮して行うこと。
15 その他
　　　本仕様書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議してこれを定める。
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